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1．企業集団および当社の現況
企業集団の主要な事業内容

企業集団の主要な営業所および工場（平成20年３月31日現在）

事 業 報 告（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）

区　　分 主 要 な 事 業 内 容

紙・パルプ及び紙製品製造事業

一般洋紙、包装用紙、特殊紙、板紙及び加工

品、パルプ、紙袋、紙管、段ボール、紙製品

等の製造、加工並びに販売

その他の事業
造林・緑化事業及び木材チップ、薬品の製造
並びに販売、運送業、建設業、倉庫業、不動
産管理等

支社・営業所・事業所

大阪営業支社（大阪市西区）

名古屋営業所（名古屋市中区）

福岡営業所（福岡市博多区）

千葉事業所（千葉県香取郡神崎町）

本　社

当
　
　
社

子

会

社

東京都中央区

工　場

川内工場（鹿児島県薩摩川内市）

高岡工場・能町（富山県高岡市）

高岡工場・二塚（富山県高岡市）

中越パッケージ株式会社

本社：東京都中央区

東京工場（埼玉県上尾市）

鹿児島工場（鹿児島県薩摩川内市）

ほか６工場、２営業所

その他

株式会社文運堂（東京都）

三善製紙株式会社（石川県）

中越物産株式会社（鹿児島県）

北陸流通株式会社（富山県）



当社の株式の状況（平成20年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 450,000,000株

②　発行済株式の総数 116,654,883株

（自己株式128,825株含む）

③　当期末株主数 11,659名（対前期末比567名の減）

企業集団の従業員の状況（平成20年３月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

②　当社の従業員の状況
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区　　分 従業員数 前期末比増減

紙・パルプ及び紙製品製造事業 1,133名 93名減

その他の事業 672名 43名減

合　計 1,805名 136名減

従業員数 前期末比増減 平均年令 平均勤続年数

819名 49名減 35.6才 14.6年



－　　－4

2．企業集団の現況に関する事項
事業の経過およびその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の高騰による原材料価
格の上昇、米国におけるサブプライムローン問題に端を発した金融市場の
混乱から、急速に進んだ世界的ドル安、株価の大幅な下落が進行し、国内
景気に減速感がただよってきております。
このような状況の中で、当社グループは、主原料である木材チップ、古

紙、さらに重油等といった原燃料価格の異常な高騰、いわゆる「資源ショ
ック」に見舞われながらも、「収益倍増計画」の総仕上げの年にあたり、製
品の拡販と適正な販売価格の回復、子会社の再編、能町工場と二塚工場の
高岡工場への統合、重油使用量の削減対策をはじめとするコストダウン等、
果敢に取り組んでまいりました。
この結果、当連結会計年度の売上高は113,325百万円と前期に比し0.3％の

増収となりました。損益は、営業利益で3,371百万円と前期に比し89.5％の
増益、経常利益では2,821百万円と前期に比し約２倍、102.1％の大幅な増益
となりました。

各事業部門別売上高の状況は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

区　　　分

売上高
外部顧客に対する売上高

セグメント間の内部売上高又は振替高

計

営業費用

営業利益

108,771 4,553 113,325 ― 113,325

137 18,190 18,328 （18,328） ―

108,909 22,744 131,653 （18,328） 113,325

106,023 22,363 128,387 （18,432） 109,954

2,885 380 3,266 104 3,371

紙・パルプ及び
紙製品製造事業

その他の事業 計 消去又は全社 連　　結

（注）百万円未満は切り捨てて表示しております。



○紙・パルプおよび紙製品製造事業
売上高につきましては、108,771百万円と前期に比し1.0％の増収となり

ました。
これは平成19年７月、高岡工場・能町におきまして発生しました４号

回収ボイラー火災の影響による減産により、販売数量減となりましたが、
昨年来取り組んでまいりました製品価格の修正が浸透したことによるも
のです。
品種別の状況は、次のとおりであります。
・一般洋紙
新聞用紙の販売は、発行部数の減少および広告出稿低迷により、前

期に比し減少いたしました。
印刷用紙の販売はチラシ、カタログなどの商業印刷向けを中心とし

た製品が好調に推移し、販売増となりました。また、上質紙、塗工紙
は価格修正が浸透いたしました。
・包装用紙
包装用紙は、工場の減産の影響もあって販売数量は減少いたしまし

たが、価格修正が浸透いたしました。
・特殊紙・板紙および加工品等
壁紙や高級板紙等、新規需要の開拓・拡販に努めた結果、販売量、

売上高ともに増加いたしました。

○その他の事業
その他の事業につきましては、売上高は4 ,553百万円と前期に比し、

13.0％の減収となりました。
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資金調達の状況

当社グループは、キャッシュ・マネジメント・システムを導入し、グル
ープ全体の資金調達の一元化による資金効率化を図り、財務体質の強化を
推進しております。
当期の設備投資等の所要資金は、自己資金、借入金にて充当いたしまし

た。

設備投資の状況

当期の設備投資額は9,931百万円となりました。主な設備投資は次のとお
りで、その他品質改善、省力化、生産性向上および環境改善のための工事
を行っております。
①　当期中に完成した主要設備

高岡工場・能町　　Ｎ１マシン品質改善対策工事
川　内　工　場　　排水処理設備能力増強工事

②　当期継続中の主要設備
高岡工場・能町　　木質燃料ボイラー設置工事
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（単位：百万円）

区　　　　分 増　　減

36,372 33,880 2,492

21,335 24,637 △03,302

6,000 6,000 ―

63,707 64,517 △00,810

（注）百万円未満は切り捨てて表示しております。

第92期（当期末）第91期（前期末）

短期借入金

長期借入金

社　　　債

合　　　計



－　　－7

3．企業結合の状況
重要な子会社の状況（平成20年３月31日現在）

企業結合の経過および成果

当期におきましては、鹿児島機工㈱（連結子会社）は北陸エンジニアリン
グ㈱（連結子会社・中越テクノ㈱に改称）と、九州流通㈱（連結子会社）は
中越物産㈱（連結子会社）と合併しております。なお、前期まで連結子会社
であった九州板紙㈱は、平成20年３月31日をもって解散いたしております
ので、連結子会社は、11社（前期14社）になっております。
また、平成20年４月１日、北陸流通㈱（連結子会社）は北陸紙工㈱（連結

子会社・中越ロジスティクス㈱に改称）と合併いたしました。
なお、上記取引に関しましては、「企業結合に係る会計基準」（企業会計

審議会　平成15年10月31日）および「企業結合会計基準及び事業分離等会
計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号）に基づき、共通
支配下の取引として会計処理を行っております。

会 社 名 資本金 出資比率 主要な事業内容

（注）百万円未満は切り捨てて表示しております。

三 善 製 紙 株 式 会 社 102 100.0 洋紙の製造及び販売

中越パッケージ株式会社 194 50.1 紙袋・紙管・段ボール等の製造及び販売

株 式 会 社 文 運 堂 96 44.6 紙製品の製造及び販売

北 陸 流 通 株 式 会 社 30 67.7 運送業及び建設業

北 陸 紙 工 株 式 会 社 25 58.0 紙加工業、紙管加工

中越テクノ株式会社 20 37.5 各種計器機械類の設計施工及び修理

中 越 緑 化 株 式 会 社 58 84.5 造林緑化事業、木材チップ製造、薬品の製造及び販売

中 越 物 産 株 式 会 社 50 59.9 運送業、造林緑化事業、薬品の製造及び販売

鹿児島興産株式会社 65 43.1 紙加工業

共 友 商 事 株 式 会 社 10 23.9 保険代理業

共同エステート株式会社 40 14.0 不動産管理

百万円 ％
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4．企業集団および当社の財産および損益の状況の推移
企業集団の財産および損益の状況の推移

第89期は、景気回復に伴う商業印刷向け用紙の需要増やアテネ五輪、地
球博などの広告出稿増等により、堅調に推移いたしましたが、原燃料価格
の高騰などコストアップ要因が顕著となり売上高では若干増加いたしまし
たが、経常利益、当期純利益とも前期を下回りました。
第90期は、国内景気の回復に支えられ需給は堅調に推移いたしましたが、

重油の高騰をはじめ諸原材料の高騰が予想を超え、加えて紙パルプ業界の
競争激化も加わり、コストアップを価格に転嫁できず、経常利益、当期純
利益とも前期を下回りました。
第91期は、国内景気は緩やかな回復基調を継続しておりましたが、高騰

を続ける原燃料価格の影響を大きく受けるなか、拡販と販売価格の維持・
回復に努めるとともに、コスト低減に取り組んだ結果、売上高、経常利益
は前期を上回りました。しかしながら早期退職支援制度に伴う多額の特別
退職金を計上した結果、当期純損失となりました。
第92期（当期）は、前記「２.（1）事業の経過およびその成果」に記載し

たとおりであります。

区　　　分

売　上　高（百万円） 113,325 112,942 111,034 110,603

経 常 利 益（百万円） 2,821 1,395 1,264 3,551

当期純利益（百万円） 1,254 △01,773 302 1,538

１株当たり当期純利益（円） 10.77 △015.40 2.65 12.82

純　資　産（百万円） 51,141 51,807 54,010 51,544

総　資　産（百万円） 147,058 154,882 158,790 156,480

第92期（当期）
平成19年４月１日（平成20年３月31日）

第91期
平成18年４月１日（平成19年３月31日）

第90期
平成17年４月１日（平成18年３月31日）

第89期
平成16年４月１日（平成17年３月31日）

（注）百万円未満は切り捨てて表示しております。



当社の財産および損益の状況の推移

5．対処すべき課題
会社の基本方針

当社グループは、永続的発展のため、ひたむきに人を大切にしたものづ
くりに努め、国際競争を勝ち抜く、強い企業創りを目指しています。
その実現のため、経営理念に“愛され信頼される企業に”を第一に掲げ、

コンプライアンスに徹し、真摯で誠実な企業活動を旨として、品質第一主
義と弛まざる技術革新で顧客満足を希求するとともに、地域社会との共存
共栄を図ってまいります。さらに企業の社会的責任の視点に立って、環境
と社会に貢献し、向上心あふれる働きがいのある会社づくりに励み企業価
値を高めてまいります。

会社の持続的発展のための取り組み

当社グループは「収益倍増計画」を推進し、効果を発揮してまいりまし
たが、想定を上回る原燃料価格の高騰により、当初の収益目標達成に至っ
ておりません。今後予想されるさらに厳しい経営環境のもとで、持続可能
な企業として発展するため、製品販売価格の見直しを図り、適正な収益の
確保に努めてまいります。また、コスト削減には限界はないものと考え、
安価な代替原料・燃料への切り替え、設備改善によるオイルレス操業の推
進、現場力強化による安定操業と生産効率の向上を図り、聖域なきコスト
構造改革を実施してまいります。
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区　　　分

売　上　高（百万円） 96,348 94,333 92,335 93,519

経 常 利 益（百万円） 1,978 814 384 2,714

当期純利益（百万円） 1,080 △02,135 14 1,356

１株当たり当期純利益（円） 9.28 △018.32 0.13 11.12

純　資　産（百万円） 48,200 48,808 52,282 51,807

総　資　産（百万円） 135,171 140,237 145,778 143,603

第92期（当期）
平成19年４月１日（平成20年３月31日）

第91期
平成18年４月１日（平成19年３月31日）

第90期
平成17年４月１日（平成18年３月31日）

第89期
平成16年４月１日（平成17年３月31日）

（注）百万円未満は切り捨てて表示しております。



また、本年度は本社機能を高岡工場に統合することにより、機能的かつ
効率的な本社工場を構築し、企業グループ経営の強化に向けた新たな取り
組みを推進してまいります。

コンプライアンスの取り組み

本年４月25日付けにて、公正取引委員会の排除命令を受けました。これ
は当社が製造したコピー用紙「レジーナPPC100」の包装紙、商品ラベル、
箱に「100％再生紙」「古紙パルプ100％」と表示していたことが、事実と異
なっており、このことが「一般消費者の皆さまに対し、実際のものよりも
著しく優良であると示すものである」との裁定によるものです。
既に新聞、ホームページにて発表いたしましたとおり、当該製品は本年

１月に販売を中止しております。
今後は、グループを含めた全社的なコンプライアンス教育の徹底を図る

とともに、内部統制システムが実効的に機能するコーポレート・ガバナン
ス体制の再構築に向けて真摯に取り組んでまいります。

今後とも、株主の皆さまのご期待に添うべく努力をいたす所存でございま
すので、格別のご理解と一層のご支援を賜わりますようお願い申し上げます。
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6．会社役員に関する事項
取締役および監査役の氏名等（平成20年３月31日現在）

代表取締役社長 長岡剣太郎

専 務 取 締 役 竹下　賢二
（営業本部・技術部・千葉事業所担当）

常 務 取 締 役 原田　正文
（企画管理部・総務人事部・原材料部・内部監査室担当）

常 務 取 締 役 成毛　康夫
（営業本部長）

常 任 監 査 役 室谷　照男
（常　勤）

監 査 役 今野　昭昌
（社外監査役　弁護士）

監 査 役 平戸　恭一
（社外監査役　日本紙パルプ商事株式会社代表取締役会長）

（注）1．当期中の役付監査役の異動

（1）平成19年6月28日就任

常任監査役　　室谷　照男

（2）平成19年6月28日退任

常任監査役　　永渕　宗雄

2．常任監査役　室谷照男氏は、財務および会計ならびに総務人事等の

職歴をとおして、事業全般に関する幅広い相当の知見を有し、監査

役にふさわしい知識と経験を具えるものであります。

取締役および監査役の報酬等の額

区　　分 支給人員（名） 支給額（千円）

取　締　役 ４ 108,495

監　査　役 ３ 028,708

（うち社外監査役） （２） （13,500）

合　　計 ７ 137,203



社外役員に関する事項

①他の会社の業務執行取締役等の兼職状況

（注）社外監査役平戸恭一氏は、日本紙パルプ商事株式会社の代表取締
役会長であり、日本紙パルプ商事株式会社と当社の間には紙等の取
引があります。取引は、日本紙パルプ商事株式会社の代表として行
った取引であり、当社と関連を有しない取引先と同様の一般的な取
引条件で行っております。

②当事業年度における主な活動状況
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地　位 氏　名 兼職先会社名 兼職内容

社外監査役 今野　昭昌 ― ―

社外監査役 平戸　恭一 日本紙パルプ商事株式会社 代表取締役会長

地　位

社外

監査役

氏　名

今野　昭昌

14回開催

うち14回出席

出席率100%

13回開催

うち13回出席

出席率100%

取締役会においては、弁護士として
の法的な見地から当社の経営全般に
対し意見を述べるなど、取締役会の
意思決定の妥当性、適正性を確保す
るための助言、提言を行っております。
監査役会においては、弁護士として
の専門的見地から適宜質問をすると
ともに、監査役会の意思決定の妥当
性、適正性を確保するための提言を
行っております。

出席状況
主な活動状況の内容

取締役会 監査役会

社外

監査役
平戸　恭一

14回開催

うち13回出席

出席率93%

13回開催

うち12回出席

出席率92%

取締役会においては、企業経営と当業界
における豊富な経験と知識から、当社
とは利害関係の無い立場で当社の経営
全般に対し意見を述べるなど、取締役会
の意思決定の妥当性、適正性を確保す
るための助言、提言を行っております。
監査役会においては、コーポレート・ガ
バナンスおよび豊富な経営者としての観
点から、適切な助言をするとともに、監
査役会の意思決定の妥当性、適正性を
確保するための提言を行っております。



③不当または不正な業務の執行の予防のために行った行為および発生後の対応

昨年７月のばい煙排出基準値超過、本年１月には当社再生紙全般につい
て、公称古紙パルプ配合率と実際の配合率が乖離していることが判明いた
しました。
社外監査役である今野昭昌氏および平戸恭一氏は当該事実を認識してお

りませんでしたが、従前より取締役会、監査役会の場において、法的知識
や会社経営の経験から、コンプライアンス体制の推進、CSR（企業の社会
的責任）体制の構築の重要性について注意を喚起するなどの発言を行って
おりました。
また、これらの事実の判明後は、事実関係の確認や、内部統制機能の強

化および実効あるコンプライアンス体制の見直しについての助言を行いま
した。

7．大株主およびその持株数の状況（平成20年３月31日現在）
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株　　　主　　　名 持　株　数

王子製紙株式会社 10,539

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 6,335

日本紙パルプ商事株式会社 6,065

株式会社北陸銀行 5,735

新生紙パルプ商事株式会社 5,038

国際紙パルプ商事株式会社 4,759

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4） 4,183

株式会社みずほコーポレート銀行 4,013

農林中央金庫 4,013

株式会社損害保険ジャパン 2,511

千株

（注）千株未満は切り捨てて表示しております。
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8．主要な借入先（平成20年３月31日現在）

9．会計監査人の状況
会計監査人の名称

仰星監査法人

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

①当社の会計監査人としての報酬等の額 26,400千円

②当社および子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 26,400千円

非監査業務の内容

当社 、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務

（非監査業務）である、財務報告に係る内部統制の体制構築等に関する助言業

務を委託し、対価を支払っております。

会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社では、会社都合の他、会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査役会の同意に基づき、会計監査人の解任または不

再任を検討する方針であります。

10．取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための
体制その他業務の適正を確保するための体制
当社は、企業価値の発展のため内部統制システムの構築に真摯に取り組み、そ

の構築へ向けた不断の努力によって倫理観を持った透明なコーポレート・ガバナ

ンス（企業統治）の実現が図られるものと考えております。

（注）百万円未満は切り捨てて表示しております。

借　　　入　　　先 借　入　額

株式会社みずほコーポレート銀行 9,575

農林中央金庫 9,353

株式会社北陸銀行 6,327

株式会社あおぞら銀行 6,199

日本政策投資銀行 2,480

百万円



ここに、会社法および会社法施行規則に基づき、取締役の職務の執行が法令お

よび定款に適合することを確保するための体制その他当社における業務の適正を

確保するため、「内部統制システムの構築に関する基本方針」を定め、そのシス

テムの構築に必要な体制の整備を図ってまいります。

取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制

代表取締役社長は、取締役の職務の適法性を確保するため、コンプライアンス

（法令順守）があらゆる企業活動の前提条件であることを繰り返し各役職員に伝

え、全取締役は、社内のあらゆる会議において自由な意見の交換と徹底した議論、

実質的な論議を深めることを実践する。

監査役は、取締役会に出席して意見を表明するだけでなく、随時、経営トップ

をはじめ全取締役および使用人に対しヒアリング等行うことができる。これによ

って取締役の意思決定の適法性を検証し、監査機能の有効性および実効性を保証

するものとする。

内部監査室は、当社およびグループ全体の運営に関しその遂行状況について、

監査する権限を持ち、独自の立場で客観的にリスクの評価および業務プロセスの

有効性の判断を行い、継続して内部統制システムの構築とコンプライアンスの推

進を指導する。

当社は、グループ会社を含む従業員が利用できる「内部通報窓口」ならびに

「目安箱」を設置し、法令順守のみならず、品質、安全、環境、人権、倫理とい

った様々な視点から当社グループのコーポレート・ガバナンスの確立を目指した

体制を整えており、経営トップおよび全取締役ならびにグループ会社全従業員は、

実効性のある内部統制システムの構築に継続して真摯に取り組んで行くこととする。

そのため、経営理念にコンプライアンスの徹底を第一義とし、その実現に向け

た指針としてグループ企業行動憲章において全役職員がとるべき具体的行動を示

している。特にコンプライアンスと企業倫理の観点からは、反社会的勢力に屈し

ない断固たる態度を貫くことを宣言しており、総務担当部門が中心となって警察

等関係機関と連携を取りながら毅然とした対応を行っている。

取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

当社の業務分掌規程に定める取締役の職務執行に係る事項である議事録、会計

帳簿、官公庁への届出書類、稟議書、通達ならびに情報等については、文書管理

規程に従い文書または電磁的記録媒体に記録し適切に保存および管理する。
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取締役および監査役は、これらの規程に従い、その職務遂行の必要に応じて閲

覧することができる。

また、IT化の進展による情報管理の複雑化に伴い、セキュリティ管理の徹底を

図るため情報セキュリティポリシーを定め全役職員に適用した。

損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理体制の確立を図るため、内部統制委員会規程に基づき代表取締役社

長を委員長とする内部統制委員会を設置し、経営トップと全取締役は、営業上の

リスクをはじめ財務、情報セキュリティ、投資、製造、環境、法務、労務、購買

といったそれぞれの部署において起こりうるリスクの監視、発見にあたるものと

する。

また、これらリスクの発生を未然に防ぐ態勢を強化するとともに、発生したリ

スクに適切に対応できるようラインを通じて管理の徹底を図ることとする。

内部統制委員会での状況のレビューや結果は、逐次取締役会で報告または審議

を行い、その結果については、監査役会にて報告する。

取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、取締役と執行役員体制をもって意思決定の迅速化と効率化を図るとと

もに、経営の客観性を高めるために社外監査役を２名置き、幅ひろい見識と先見

力で経営の監視を受けている。

業務執行のマネジメントにおいて重要な経営判断が求められる事項について

は、取締役会規程および取締役会規程細則に定める意思決定ルールに従い、業務

を遂行する。

日常の職務遂行については、職務分掌規程に基づき、各部門の責任者がその権

限の範囲内で意思決定を行うものとする。

取締役会は、当社および当社グループの財務、投資、コストなどの項目に関す

る目標を定め、目標達成に向けて実施すべき具体的方法を各部門に実行させ、取

締役はその結果を定期的に検証し、評価、改善を行うことで全社的な業務の効率

化を実現するものとする。

当社企業集団における業務の適正を確保するための体制

企業集団の頂点に立つ親会社の経営トップと全取締役は、グループ全体の運営

においてあらゆるステークホルダーに対し説明責任を負うことを認識している。

企画管理担当取締役は、グループの事業に関して責任を負う統括部門の責任者
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であり、個別企業の独立性を尊重しながらも、常に業務プロセスに関する法令順

守体制やリスク管理を指導、モニタリングし、グループの各セグメントに対して

横断的な管理を行うものとする。

当社取締役およびグループ各社の社長は、それぞれ業務の執行にあたり、その

適正を確保するための内部統制を確立する権限と責任を有しており、監査役は、

独自にまたは会計監査人と共同して当社および当社グループのリスク管理、コン

プライアンス、財務の適正に関する事項等について内部監査を行い、その結果を

監査役会で報告し、改善等の指導を行うものとする。

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役は、その業務の遂行に必要なことがあれば常時、役員、使用人等に対し

て必要な情報の提出、説明の要請を行うことができ、取締役および使用人等は、

その権限の行使を妨げることはできない。

また、監査役会は、財務部門から報告を受けるとともに会計監査人と期中協議

を行い、会計面でアドバイスを受けている。

このようなことから監査役は、果たすべき監査業務を遂行しており、監査役会

の招集事務、議事録の作成、その他の監査役会運営に関する事務など監査役を補

助する役割については、監査役会規程において総務担当部門があたることとして

いるため、現在専属の使用人は配置していない。

取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告

に関する体制

取締役および使用人は、監査役に対して職務の執行、当社および当社グループ

に重大な影響をおよぼす事項、経営の決議に関する事項について、取締役会およ

び常務会等で監査役出席の下、審議、報告を行う体制としている。

監査役会規程において監査役は、必要に応じ監査役会において会計監査人また

は取締役もしくはその他の者から報告を受けることとしており、以下のような特

別な事項に関する報告があった場合は、監査役会において調査の要否を検討する。

①　会社に著しい損害をおよぼすおそれのある事実

②　取締役の職務遂行に関する不正行為

③　取締役の法令、定款に違反する重大な事実
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また、財務報告の信頼性確保のため資産の保全にあっては、相互チェック可能

な形で正当な手続きと承認の下に行われるものとし、財務諸表作成にあっては、

準拠すべき法令、企業会計原則など一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に留意して行われることとなっている。財務諸表の適正性については、ITを活用

した検証が可能となっており、企画管理担当取締役を作成責任者として、取締役

会の承認をもってその有効性を担保している。

その他の監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制

監査役は、必要に応じ分担して当社と関連会社の監査を行い、トップマネジメ

ントに対して指摘を行っている。

監査役は、専門性の高い法務、会計については独立して弁護士、会計監査人と

連携を図り、法令、定款、社内規則等の順守および業務執行状況、経営の透明性

の保持状況、適時開示状況、諸リスクに対する内部統制状況、資産の保全管理状

況、関連会社への指導状況、連結経営状況などの把握のため重要会議に出席して

いる。そのほか、取締役との懇談、社内各部門への聴取および意見交換、資料閲

覧、会計監査人の監査時の立会いおよび監査内容についての説明を受けるととも

に意見交換を行い、内部監査室と連携を取りながら企業集団の適切な意思疎通と

経営の効率的な監査業務の遂行を図っている。

11．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、業績の状況や企業体質の強化ならびに今後の事業展開等を勘案しなが

ら内部留保にも意を用いるとともに、株主各位に対する利益還元のための安定配

当の実施を基本方針としてまいりました。

現段階において、経営責任の明確化と経営の透明性を確保するためにも株主総

会において、剰余金の配当等の決議を諮ることが適切であると考えておりますの

で、当社は、定款に会社法第459条第１項に規定する剰余金の配当等を取締役会

の決議により行う旨の定めを設けておりません。

これからも株価の動向や財務状況を考慮しながら適切に対応してまいります。
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連結貸借対照表（平成20年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 45,059

現 金 及 び 預 金 1,422

受取手形及び売掛金 26,773

有 価 証 券 36

た な 卸 資 産 13,407

そ の 他 3,443

貸 倒 引 当 金 △0,023

固 定 資 産 101,998

（有 形 固 定 資 産） （91,613）

建 物 及 び 構 築 物 21,308

機械装置及び運搬具 60,446

土 地 7,901

建 設 仮 勘 定 1,166

そ の 他 790

（無 形 固 定 資 産） （00,273）

ソ フ ト ウ ェ ア 205

そ の 他 67

（投資その他の資産） （10,111）

投 資 有 価 証 券 6,829

そ の 他 3,421

貸 倒 引 当 金 △0,139

流 動 負 債 73,417

支払手形及び買掛金 16,884

短 期 借 入 金 45,782

社債（一年以内償還） 2,000

未 払 法 人 税 等 187

賞 与 引 当 金 704

そ の 他 7,858

固 定 負 債 22,500

社 債 4,000

長 期 借 入 金 11,924

退 職 給 付 引 当 金 5,975

長 期 未 払 金 123

そ の 他 476

資 本 金 17,259

資 本 剰 余 金 14,654

利 益 剰 余 金 18,579

自 己 株 式 △0,032

株 主 資 本 合 計 50,460

その他有価証券評価差額金 795

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △0,160

評価・換算差額等合計 635

少 数 株 主 持 分 44

百万円 百万円

百万円

純 資 産 合 計 51,141

負債純資産合計 147,058資 産 合 計 147,058
（注）百万円未満は切り捨てて表示しております。

負 債 合 計 95,917

純 資 産 の 部
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（注）百万円未満は切り捨てて表示しております。

連結損益計算書（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）

売 上 高 113,325

売 上 原 価 90,628

売 上 総 利 益 22,697

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 19,326

営 業 利 益 3,371

営 業 外 収 益

受 取 利 息 8

受 取 配 当 金 135

雑 収 入 467 611

営 業 外 費 用

支 払 利 息 843

雑 損 失 317 1,161

経 常 利 益 2,821

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 83

事業整理損失引当金戻入額 231

そ の 他 22 337

特 別 損 失

特 別 退 職 金 254

固 定 資 産 除 却 損 501

投 資 有 価 証 券 評 価 損 155

災 害 損 失 82

環境安全対策引当金繰入額 19

貸 倒 損 失 9

そ の 他 20 1,043

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,115

法人税、住民税及び事業税 300

法 人 税 等 調 整 額 519

少 数 株 主 利 益 △00,040 860

当 期 純 利 益 1,254

科　　　　目 金　　　額

百万円
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連結株主資本等変動計算書（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）
（単位：百万円）

17,259 14,654 17,890 △0,027 49,777 1,719 ― 1,719 310 51,807

△0,699 △0,699 ― △0,699

1,254 1,254 ― 1,254

△0,005 △0,005 ― △0,005

133 133 ― 133

― △0,923 △0,160 △1,083 △0,265 △1,349

― ― 688 △0,005 683 △0,923 △0,160 △1,083 △0,265 △0,665

17,259 14,654 18,579 △0,032 50,460 795 △0,160 635 44 51,141

（注）百万円未満は切り捨てて表示しております。

株主資本 評価・換算差額等

資本金
資　本
剰余金

利　益
剰余金

自　己
株　式

株　主
資　本
合　計

その他有
価証券評
価差額金

繰　延
ヘッジ
損　益

評価・換
算差額等
合　　計

少　数
株　主
持　分

純資産
合　計

平成19年３
月31日残高

当期中の

変動額

剰余金の

配　　当

当　　期

純 利 益

自己株式

の 取 得

連結範囲

の 変 動

株主資本以
外の項目の
当期中の変
動額（純額）

当期中の

変動額合計

平成20年３
月31日残高



（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項）
1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数……11社

主要な連結子会社の名称
‥‥‥‥‥中越パッケージ㈱、㈱文運堂、三善製紙㈱

主要な非連結子会社の名称
‥‥‥‥‥中央紙工㈱

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社４社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益
（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要
な影響を及ぼしていないためであります。

2. 持分法の適用に関する事項

（1）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数
持分法適用の非連結子会社及び関連会社はありません。

（2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社
主要な会社等の名称

中央紙工㈱
（持分法を適用しない理由）
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及
び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及
ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外し

ております。
3. 連結子会社の事業年度に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
4. 会計処理基準に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
①有価証券
その他有価証券
・時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は主として移動平均法により算定）
・時価のないもの
主として移動平均法による原価法

②たな卸資産

主として移動平均法による原価法
（2）重要な固定資産の償却方法

①有形固定資産
減価償却は以下の方法を採用しております。

当社
本社････････････････････定率法
川内･高岡工場･･･････････定額法
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連結子会社･･････主として定率法

（ただし、当社の本社及び連結子会社は、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属
設備を除く）については定額法によっております。）
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　　　７～50年

機械装置及び運搬具　　４～15年
②無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
いております。

（3）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金
売掛金・貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。
②賞与引当金
従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しており
ます。

③退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき計上しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間によ
る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。
④環境安全対策引当金（固定負債「その他」）
「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」により、今後発
生が見込まれるPCB廃棄物の処理費用に充てるため、その所要額を計上しております。

（4）重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（5）ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。
なお、金利スワップ取引について、「金利スワップの特例処理」（金融商品に係る会計基
準注解（注14））を適用しております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段 …… 為替予約及び通貨オプション
ヘッジ対象 …… 原材料輸入による外貨建予定取引

ｂ．ヘッジ手段 …… 金利スワップ
ヘッジ対象 …… 借入金

③ヘッジ方針
為替予約及び通貨オプションは、原材料の輸入による為替変動リスクをヘッジするため
に使用し、金利スワップは借入金に係る将来の金利変動リスクをヘッジするために使用し

－　　－23



ております。

なお、実需の範囲内で為替予約等を、また、実際の借入元本の範囲内で金利スワップ取
引を利用することとしており、投機的な取引は行わない方針であります。
④ヘッジ有効性評価の方法
為替予約及び通貨オプションについて、ヘッジ手段とヘッジ対象の為替変動による相関

関係によって有効性を評価し、有効性の検証を実施しております。
金利スワップについて、「金利スワップの特例処理」の適用要件を充足しておりますの

で、有効性の判定を省略しております。
（6）消費税及び地方消費税の会計処理

税抜処理を採用しております。

5. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価方法については、全面時価評価法を採用しております。

6. のれん又は負ののれんの償却に関する事項
のれん又は負ののれんは、５年間の均等償却を行っております。但し、金額が僅少な場合は

発生年度に全額償却しております。

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更）
法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これにより、営業利益、
経常利益、及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ75百万円減少しております。

（追加情報）
平成19年度の法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した事業年度の翌事業年度

より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含め
て計上しております。
この結果、従来の方法に比べ、営業利益、経常利益、及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ497
百万円減少しております。

（連結貸借対照表に関する注記）
1. 担保に供している資産

建物及び構築物 11,836百万円 左記に対応する債務

機械装置及び運搬具 15,751百万円 短期借入金 3,732百万円
土　　地 3,282百万円 長期借入金 3,538百万円
その他（工具器具備品） 6百万円 合　計 7,270百万円
合　計 30,877百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 201,011百万円
3. 保証債務

日伯紙パルプ資源開発㈱ 250百万円
従業員（住宅融資） 74百万円
合　計 324百万円
なお、日伯紙パルプ資源開発㈱に対する保証債務は、連帯保証債務であり、他社負担額を含

めた総額は、29,466百万円であります。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 発行済株式に関する事項

当連結会計年度末の発行済株式総数 普通株式　116,654,883株
2. 剰余金の配当に関する事項

（1）配当金支払額

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 438円50銭
2. １株当たり当期純利益 10円77銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載し
ておりません。

（重要な後発事象に関する注記）
退職給付制度
当社は、企業の安定経営と人事評定を合理的な形で退職金制度に連動させることを目的として、

従業員退職金制度の改定を行い、所轄官庁の認可を受けました。

この制度の改定は、平成20年４月１日に適格退職年金制度から確定拠出年金制度への移行とポイ
ント制退職一時金の導入を主な内容としており、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企
業会計基準適用指針第１号）を適用する予定であります。
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決　　　議 株式の種類

平成19年
６月28日 普通株式

配当金の総額

349,645,137円

１株当たり
配当額

3円00銭

基　準　日

平成19年
３月31日

効力発生日

平成19年
６月29日

平成19年
10月25日 普通株式 349,683,303円 3円00銭 平成19年

９月30日
平成19年
12月３日

決　　　議

平成20年
６月26日

株式の種類

普通株式

配当金の総額

349,578,174円

配当の原資

利益剰余金

１株当たり
配当額

3円00銭

基　準　日

平成20年
３月31日

効力発生日

平成20年
６月27日
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貸借対照表（平成20年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 38,523
現 金 及 び 預 金 925
受 取 手 形 2,458
売 掛 金 19,734
有 価 証 券 26
製 品 6,545
原 材 料 3,255
仕 掛 品 605
貯 蔵 品 1,412
立 木 33
前 渡 金 173
前 払 費 用 133
繰 延 税 金 資 産 861
短 期 貸 付 金 1,416
未 収 入 金 859
その他の流動資産 84
貸 倒 引 当 金 △0,004

固 定 資 産 96,647
（有 形 固 定 資 産） （86,702）
建 物 15,529
構 築 物 4,211
機 械 及 び 装 置 58,890
車 両 及 び 運 搬 具 4
工具・器具・備品 510
土 地 6,189
建 設 仮 勘 定 1,130
造 林 235
（無 形 固 定 資 産） （00,190）
ソ フ ト ウ ェ ア 159
その他の無形固定資産 30
（投資その他の資産） （09,754）
投 資 有 価 証 券 6,218
関 係 会 社 株 式 641
長 期 貸 付 金 831
破産債権、再生債権、更生債権 1その他これらに準ずる債権
長 期 前 払 費 用 119
長期繰延税金資産 1,184
そ の 他 の 投 資 849
貸 倒 引 当 金 △0,091

流 動 負 債 67,100
支 払 手 形 2,692
買 掛 金 9,740
短 期 借 入 金 35,359
社債（１年以内償還） 2,000
長期借入金（１年以内返済） 8,734
未 払 金 1,584
未 払 法 人 税 等 66
未 払 消 費 税 等 246
未 払 費 用 4,785
賞 与 引 当 金 369
設備関係支払手形 1,194
その他の流動負債 326

固 定 負 債 19,870
社 債 4,000
長 期 借 入 金 11,526
長 期 未 払 金 49
長 期 預 り 金 19
退 職 給 付 引 当 金 4,267
環境安全対策引当金 7

株 主 資 本
資 本 金 17,259
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金 14,370
その他資本剰余金 2

資 本 剰 余 金 合 計 14,372
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金 1,254
その他利益剰余金 14,785
特別償却準備金 25
海外投資等損失準備金 29
固定資産圧縮積立金 64
別 途 積 立 金 12,300
繰越利益剰余金 2,365

利 益 剰 余 金 合 計 16,039
自 己 株 式 △0,032
株主資本合計 47,639
評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金 721
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △0,160
評価・換算差額等合計 561

百万円 百万円

百万円

純 資 産 合 計 48,200

負債純資産合計 135,171資 産 合 計 135,171
（注）百万円未満は切り捨てて表示しております。

負 債 合 計 86,970

純 資 産 の 部



－　　－27

（注）百万円未満は切り捨てて表示しております。

損益計算書（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）

売 上 高 96,348

売 上 原 価 76,966

売 上 総 利 益 19,381

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 16,903

営 業 利 益 2,477

営 業 外 収 益

受 取 利 息 35

受 取 配 当 金 235

雑 収 入 332 603

営 業 外 費 用

支 払 利 息 800

雑 損 失 302 1,102

経 常 利 益 1,978

特 別 利 益

子 会 社 清 算 益 365

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 82

そ の 他 0 447

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 479

関 係 会 社 株 式 評 価 損 146

災 害 損 失 82

特 別 退 職 金 66

環境安全対策引当金繰入額 7

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 損 6

そ の 他 2 790

税 引 前 当 期 純 利 益 1,635

法人税、住民税及び事業税 17

法 人 税 等 調 整 額 537 554

当 期 純 利 益 1,080

科　　　　目 金　　　額

百万円
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株主資本等変動計算書（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）
（単位：百万円）

平成19年３月31日残高 17,259 14,370 2 14,372 1,254 14,403 15,657

当期中の変動額

特別償却準備金の取崩 ― ― ―

海外投資等損失準備金の積立 ― ― ―

海外投資等損失準備金の取崩 ― ― ―

固定資産圧縮積立金の取崩 ― ― ―

別途積立金の取崩 ― ― ―

剰余金の配当 ― △0,699 △0,699

当期純利益 ― 1,080 1,080

自己株式の取得 ― ― ―

株主資本以外の項目の当期中の変動額（純額） ― ― ―

当期中の変動額合計 ― ― ― ― ― 381 381

平成20年3月31日残高 17,259 14,370 2 14,372 1,254 14,785 16,039

（注）百万円未満は切り捨てて表示しております。

株主資本

資本金 資　本
準備金

資本剰余金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合　計

利　益
準備金

利益剰余金

その他
利益剰余金

利益剰余金
合　計

平成19年３月31日残高 △0,027 47,262 1,545 ― 1,545 48,808

当期中の変動額

特別償却準備金の取崩 ― ― ―

海外投資等損失準備金の積立 ― ― ―

海外投資等損失準備金の取崩 ― ― ―

固定資産圧縮積立金の取崩 ― ― ―

別途積立金の取崩 ― ― ―

剰余金の配当 △0,699 ― △0,699

当期純利益 1,080 ― 1,080

自己株式の取得 △0,005 △0,005 ― △0,005

株主資本以外の項目の当期中の変動額（純額） ― △0,823 △0,160 △0,983 △0,983

当期中の変動額合計 △0,005 376 △0,823 △0,160 △0,983 △0,607

平成20年3月31日残高 △0,032 47,639 721 △0,160 561 48,200

株主資本 評価・換算差額等

自己株式
株主資本
合　計

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損　益

評価・換算
差額等
合　計

純資産
合　計
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（注）百万円未満は切り捨てて表示しております。

平成19年３月31日残高 131 31 65 14,300 △0,125 14,403

当期中の変動額

特別償却準備金の取崩 △0,105 105 ―

海外投資等損失準備金の積立 6 △0,006 ―

海外投資等損失準備金の取崩 △0,009 9 ―

固定資産圧縮積立金の取崩 △0,000 0 ―

別途積立金の取崩 △2,000 2,000 ―

剰余金の配当 △0,699 △0,699

当期純利益 1,080 1,080

自己株式の取得 ―

株主資本以外の項目の当期中の変動額（純額） ―

当期中の変動額合計 △0,105 △0,002 △0,000 △2,000 2,491 381

平成20年3月31日残高 25 29 64 12,300 2,365 14,785

その他利益剰余金

特別償却
準備金

海外投資等
損失準備金

固定資産
圧縮積立金

別　途
積立金

繰越利益
剰余金

その他
利益剰余金
合　計

（単位：百万円）
（その他利益剰余金の内訳）



（重要な会計方針）

1. 資産の評価基準及び評価方法
有　価　証　券………①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
②その他有価証券
・時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・時価のないもの
移動平均法による原価法

た な 卸 資 産………　移動平均法による原価法
2. 固定資産の償却方法

有形固定資産……… 本社は定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属
設備を除く）については定額法によっております。）
川内工場・高岡工場は定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 10～50年　機械及び装置４～15年

無形固定資産……… 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについて
は、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

長期前払費用…………　定額法
3. 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金……… 売掛金・貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金……… 従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上し
ております。

退職給付引当金……… 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき計上しております。
数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期

間による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理す
ることとしております。

環境安全対策引当金……… 「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」
により、今後発生が見込まれるPCB廃棄物の処理費用に充てるため、そ
の所要額を計上しております。

4. リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

5. ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
なお、金利スワップ取引について、「金利スワップの特例処理」（金融商品に係る会計基準

注解（注14））を適用しております。
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注 記 表（個別）



（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
ａ．ヘッジ手段 …… 為替予約及び通貨オプション
ヘッジ対象 …… 原材料輸入による外貨建予定取引

ｂ．ヘッジ手段 …… 金利スワップ
ヘッジ対象 …… 借入金

（3）ヘッジ方針
為替予約及び通貨オプションは、原材料の輸入による為替変動リスクをヘッジするために

使用し、金利スワップは借入金に係る将来の金利変動リスクをヘッジするために使用してお
ります。
なお、実需の範囲内で為替予約等を、また、実際の借入元本の範囲内で金利スワップ取引

を利用することとしており、投機的な取引は行わない方針であります。
（4）ヘッジ有効性評価の方法

為替予約及び通貨オプションについて、ヘッジ手段とヘッジ対象の為替変動による相関関
係によって有効性を評価し、有効性の検証を実施しております。
金利スワップについて、「金利スワップの特例処理」の適用要件を充足しておりますので、

有効性の判定を省略しております。
6. 消費税及び地方消費税の会計処理

税抜処理を採用しております。

（重要な会計方針の変更）
法人税法の改正に伴い、当期より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これにより、営業利益、経常利益、
及び税引前当期純利益はそれぞれ56百万円減少しております。

（追加情報）
平成19年度の法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した事業年度の翌事業年度
より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含め
て計上しております。
この結果、従来の方法に比べ、営業利益、経常利益、及び税引前当期純利益はそれぞれ428百万円
減少しております。

（貸借対照表に関する注記）
1. 担保に供している資産

建　　物 9,263百万円 左記に対応する債務
構 築 物 1,569百万円 短期借入金 2,600百万円
機械及び装置 15,165百万円 長期借入金 2,480百万円
土　　地 2,086百万円 合　計 5,080百万円
合　計 28,085百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 186,340百万円
3. 保証債務

日伯紙パルプ資源開発㈱ 250百万円
従業員（住宅融資） 74百万円
合　計 324百万円
なお、日伯紙パルプ資源開発㈱に対する保証債務は、連帯保証債務であり、他社負担額を含

めた総額は、29,466百万円であります。
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4. 関係会社に対する金銭債権・金銭債務
短期金銭債権 4,034百万円
長期金銭債権 892百万円
短期金銭債務 4,619百万円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との営業取引　売上高 5,331百万円

仕入高 17,292百万円
関係会社との営業取引以外の取引高 1,665百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当期末の自己株式の種類及び株数 普通株式　128,825株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（流動資産）
繰延税金資産
賞与引当金 147百万円
繰越欠損金 520百万円
繰延ヘッジ損益 106百万円
その他 87百万円
繰延税金資産合計 861百万円

繰延税金資産の純額 861百万円

（固定資産）
繰延税金資産
退職給付引当金 1,707百万円
長期未払金 19百万円
土地売却益修正損 572百万円
投資有価証券評価損 242百万円
関係会社株式評価損 59百万円
減損損失 76百万円
ゴルフ会員権評価損 51百万円
その他 41百万円
繰延税金資産小計 2,770百万円
評価性引当額 △ 1,037百万円
繰延税金資産合計 1,732百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 472百万円
特別償却準備金 17百万円
固定資産圧縮積立金 43百万円
その他 14百万円
繰延税金負債合計 548百万円

長期繰延税金資産の純額 1,184百万円



（リースにより使用する固定資産に関する注記）
事務機器、製造設備等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用し

ております。

（関連当事者との取引に関する注記）
役員及び個人主要株主等

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 413円65銭
2. １株当たり当期純利益 ９円28銭
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載して

おりません。

（その他の注記）
特別利益
子会社清算益
段ボール原紙等を製造販売しておりました九州板紙㈱が、事業撤退したことにより清算益を見込

んでおります。

（重要な後発事象に関する注記）
退職給付制度
当社は、企業の安定経営と人事評定を合理的な形で退職金制度に連動させることを目的として、

従業員退職金制度の改定を行い、所轄官庁の認可を受けました。
この制度の改定は、平成20年４月１日に適格退職年金制度から確定拠出年金制度への移行とポイ

ント制退職一時金の導入を主な内容としており、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企
業会計基準適用指針第１号）を適用する予定であります。
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属　性 会社等の名称
または氏名

議決権等の所有
(被所有割合)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額(百万円) 科　目

期末残高
(百万円)

役　員
平戸　恭一

（日本紙パルプ商事㈱
代表取締役会長）

― 当社販売先
代表取締役 紙の販売 14,432 売掛金 4,432

（注）上記取引は、第三者（日本紙パルプ商事㈱）の代表として行った取引であり、当社と関連を有しない
取引先と同様の一般的な取引条件で行っております。
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連結計算書類に係る会計監査人監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成20年 5 月13日

中越パルプ工業株式会社
取締役会　御中

仰星監査法人

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 伊原　美好

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 山崎 清孝

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、中越パルプ工業株式会社の平成

19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監

査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかど

うかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営

者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、中越パルプ工業株式会社及び連結子会社から成る企業集団

の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

追記情報

重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成20年４月１日付け

で適格退職年金制度から確定拠出年金制度への移行とポイント制一時退職金制度の導入

を行っている。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以　上
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会計監査人監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成20年 5 月13日

中越パルプ工業株式会社
取締役会　御中

仰星監査法人

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 伊原　美好

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 山崎 清孝

当監査法人は、会社法第436条第２項第1号の規定に基づき、中越パルプ工業株式会社

の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第92期事業年度の計算書類、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書

について監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期

間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成20年４月１日付け

で適格退職年金制度から確定拠出年金制度への移行とポイント制一時退職金制度の導入

を行っている。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以　上
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監査役会監査報告書　謄本

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第92期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受ける
ほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思
疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及
び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め重要な決裁書類等を閲覧し、
本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び
定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法
施行規則第100条第1項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備
されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。子会社については子会社の取締役及び監
査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づ
き、当該事業年度に係る事業報告について検討いたしました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会
計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第159条各号に掲げる事項）を「監査に
関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
2. 監査の結果
事業報告等の監査結果
一 事業報告は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。
なお、事業報告に記載のとおり当社は、古紙配合の包装表示が事実と異なっているとして、公正取引
委員会より排除命令を受けました。監査役会は、当社が社内調査委員会を設置し、上記に関する原因
究明と再発防止に努めてきたことを確認しております。
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ
ムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
連結計算書類の監査結果
会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成20年 5月15日
中越パルプ工業株式会社　監査役会

常任監査役（常勤） 室谷　照男

監　査　役　　　 今野　昭昌

監　査　役　　　 平戸　恭一

以　上
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中越パルプ工業株式会社（証券コード 3877）

〒104－8124 東京都中央区銀座二丁目10番 6 号
TEL 03－3544－1524（代表）
インターネット・ホームページ：http：//www.chuetsu-pulp.co. jp/

株　主　メ　モ

事業年度
毎年４月１日から翌年３月31日まで

株主総会
定時株主総会　毎年６月

基準日
定時株主総会の議決権　毎年３月31日
期末配当金　　　　　　毎年３月31日
中間配当金　　　　　　毎年９月30日
その他必要があるときは、あらかじめ公告して定めます。

公告方法
電子公告により当社ホームページに掲載いたします。ただし、事故
その他やむを得ない事由によって電子公告をすることができない場合
は、日本経済新聞に掲載いたします。
株主名簿管理人
中央三井信託銀行株式会社
東京都港区芝三丁目33番１号
〔同事務取扱所〕
証券代行事務センター
〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目８番４号
電話　0120-78-2031（フリーダイヤル）

〔同取次所〕
中央三井信託銀行株式会社全国各支店
日本証券代行株式会社本支店

単元株式数
1,000株

単元未満株式の買取請求受付場所
上記の株主名簿管理人、同事務取扱所および同取次所にて受付けて
おります。ただし、株券保管振替制度をご利用されている場合は、
お取引の証券会社にお申し出ください。
上場証券取引所
東京・大阪（各一部）


